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活動状況
IT戦略本部が策定した「重点計画-2007」において「国民視点の社会保障サービスの実現に向けての電子私書箱（仮
称）の創設」が盛り込まれたことを受け、2007年度「電子私書箱（仮称）による社会保障サービス等のIT化に関する検
討会」開催。具体的なユースケースによる検討詳細化を行うため、2008年度「電子私書箱（仮称）構想の実現に向け「電子私書箱（仮称）構想の実現に向け

た基盤整備に関する検討会」た基盤整備に関する検討会」を開催。
これまで8/22、11/5、12/17の３回開催。2008年度内とりまとめ予定。

特定健診結果、年金記録をユースケースとして検討を行うため、ユースケース検討ワーキンググループを設
置、これまで8回開催。 昨年12月の第3回検討会に中間報告「電子私書箱（仮称）プラットフォーム基本設計報「電子私書箱（仮称）プラットフォーム基本設計報
告書告書ver.1.0ver.1.0（案）」を提出。（案）」を提出。

ユースケース検討ワーキンググループ中間報告概要
特定健診・特定保健指導、年金記録をユースケースとし、情報保有機関と国民との間の情報伝達の要となる電子私
書箱（仮称）プラットフォームについて、①技術仕様（モデル図、エンティティ関連図、コンポーネント一覧）に関する検
討及び②制度的課題に関する検討状況を報告。

「電子私書箱（仮称）構想の実現に向けた基盤整備に関する検討会」活動状況

【検討会委員名簿】
池上 秀樹 健康保険組合連合 会理事
大山 永昭 東京工業大学大学院 理工学研究科教授
神谷 寿彦 ヤフー株式会社会員サービス事業部長
小松 文子 独立行政法人 情報処理推進機構

情報セキュリティ分析ラボラトリー室長
新保 史生 筑波大学大学院 図書館情報メディア研究科准教授
須藤 修 東京大学大学院 情報学環教授

寺本 振透 東京大学大学院 法学政治学研究科教授
座長 安田 浩 東京電機大学 未来科学部情報メディア学科教授

山本 隆一 東京大学大学院 情報学環准教授

【ワーキンググループ構成員名簿】
小尾 高史 東京工業大学大学院 総合理工学研究科准教授

主査 小松 文子 独立行政法人 情報処理推進機構

情報セキュリティ分析ラボラトリー室長
五味 秀仁 ヤフー株式会社 Yahoo! JAPAN研究所
坂本 泰久 NTT情報流通プラットフォーム研究所

ユビキタスコンピューティング基盤プロジェクト主任研究員
新保 史生 筑波大学大学院 図書館情報メディア研究科准教授
中橋 良二 健康保険組合連合会 IT推進部長
吉本 明平 財団法人全国地域情報化推進協会（APPLIC）企画部

担当部長
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電子私書箱（仮称）を活用した情報提供のメリット

各情報保有機関がばらばらに情報提供を行うよりも、

電子私書箱（仮称）の活用により、「安全」かつ「利便性高く」情報提供を行うことが可能となる。

各情報保有機関がばらばらに情報提供を行うよりも、各情報保有機関がばらばらに情報提供を行うよりも、

電子私書箱（仮称）の活用により、「安全」かつ「利便性高く」情報提供を行うことが可能となる。電子私書箱（仮称）の活用により、「安全」かつ「利便性高く」情報提供を行うことが可能となる。

シ
ス
テ
ム
側
の
観
点

シ
ス
テ
ム
側
の
観
点

利
用
者
の
観
点

利
用
者
の
観
点

情報保有機関 情報提供サイト 情報保有機関

情報保有機関

情報保有機関

電子私書箱
（仮称）
プラット
フォーム

電子私書箱
（仮称）
ポータル

電子私書箱
（仮称）
ポータル

認証機能等

情報保有機関毎の情報保有機関毎のIDIDを個別に登録・管理を個別に登録・管理

しなければならない。

アカウント連携を行うことにより、

IDID管理のコストを低減できる。管理のコストを低減できる。

情報毎に異なるサイト情報毎に異なるサイトにアクセスしなければならない。
一つの電子私書箱一つの電子私書箱((仮称仮称))ポータルポータル にアクセスにアクセスすれば

複数の情報保有機関からの情報を取得できる。

情報保有機関毎に
プライバシー保護やセキュリティの考え方が異なるプライバシー保護やセキュリティの考え方が異なる。

電子私書箱（仮称）プラットフォームに担保された
プライバシー保護やセキュリティ確保プライバシー保護やセキュリティ確保が実現できる。

情報保有機関のシステムが

それぞれ個別に認証手段を提供個別に認証手段を提供しなければならない。

安心できる個人認証を個人認証を電子私書箱（仮称）電子私書箱（仮称）

プラットフォームに委任プラットフォームに委任できる。

情報保有機関のシステムは直接インターネットに

接続されるため、所要のセキュリティ対策が必要。セキュリティ対策が必要。

情報保有機関のシステムは、直接インターネットには接
続されず、電子私書箱（仮称）プラットフォームにのみ
接続するため、セキュリティセキュリティ対策のコストを対策のコストを低減低減できる。

各情報保有機関が個別に情報提供を行う場合の課題各情報保有機関が個別に情報提供を行う場合の課題 電子私書箱（仮称）により実現するメリット電子私書箱（仮称）により実現するメリット

ACCOUNT
CARD

ACCOUNT
CARD

情報保有機関 情報提供サイト認証機能等

情報保有機関 情報提供サイト認証機能等 認証機能等
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◆資格取得確認通知書
◆標準報酬決定（改定）通知書
◆標準賞与額決定通知書
◆資格喪失確認通知書 等

加入者

事業主

〒

給与
計算

年金保険者
（厚生年金の例）

通知

通知

現行 電子私書箱（仮称）
を利用した場合

郵送等

手渡し
（凡例）

〒 通知

◆ねんきん定期便（被保険者あて）
◆年金額改定通知書（受給者あて）
◆国庫金（給付金）振込通知書

◆資格取得確認通知書
◆標準報酬決定（改定）通知書
◆標準賞与額決定通知書
◆資格喪失確認通知書 等

加入者

年金保険者
（厚生年金の例）

◆ねんきん定期便（被保険者あて）
◆年金額改定通知書（受給者あて）
◆国庫金（給付金）振込通知書

電子私書箱（仮称）

閲覧

ファイナンシャル
プランナー

◆年金を含めた
将来設計

◆年金記録、
口座情報

民間金融機関

◆口座情報

電子私書箱（仮称）電子私書箱（仮称）
を活用を活用

＜ユースケース＞年金記録において電子私書箱（仮称）の活用が想定されるシーン
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被保険者

現行 電子私書箱（仮称）
を利用した場合

郵送等

手渡し
（凡例）

被保険者（被扶養者）

健診・保健指導機関／保険者

電子私書箱（仮称）

閲覧

医療
機関

被扶養者

事業所

〒

被保険者

◆受診券
※保険者は
被扶養者の
住所情報を
知らないケー
スが多い

〒

受診券（被扶養
者の場合）、保
険証を持参

◆結果通知
表／参考情
報（パンフ
レット等）

〒

◆利用券
（被扶養者が受
診券の裏に書く
住所に宛て利用
券を送付するケー
スが多い）

〒

郵送、手交、電
子メール、電話、

FAX等

◆実績評価
◆特定保健
指導支援計画

及び
実施報告書

特定健診の流れ 特定保健指導の流れ

利用券（被扶養
者の場合）、保
険証を持参

被扶養者

◆受診券
※１

◆結果通知
表／参考情
報（パンフ
レット等）◆利用券

※１

健診時に
健診機関
の端末等
で受診券、
利用券確
認※１

◆実績評価
◆特定保健
指導支援計画
実施報告書

フィット
ネスクラブ

セカンドオ
ピニオンなど

運動指導、
健康指導など

健診・保健指導機関／保険者

◆健診データ等

（新）保険者

健康機器

◆受診券
◆利用券

受診券・利用券を利用するのは、主に被扶養者で
あるため（集合契約の場合）、そのフローを示す。

保健指導の面談時
に、被保険者（被扶
養者）が医師、保
健師等と一緒に閲
覧することも可能

電子私書箱（仮称）電子私書箱（仮称）
を活用を活用

情報の移動

健診機関／保険者
の保存期限に係わ
らず蓄積することも

可能

※１電子私書箱の利用を希望した国民が、閲覧環境があり電子的な提出を容認した医療機関
等を利用する際には、資料に示すような使い方もあると想定

＜ユースケース＞特定健診・特定保健指導において電子私書箱（仮称）の活用が想定されるシーン

４



電子私書箱（仮称）のモデルと実装形態例

利用者

電子私書箱（仮称）ポータル

電子私書箱（仮称）プラットフォーム
・アカウント管理 ・ログ管理
・ポリシー管理 ・データ構造化
・送受信制御等

情報保有機関
・情報の安全な保管と提供

情報活用サービス

抽象化・抽象化・
モデル化モデル化

モデル図 機能毎に役割を整理

実装の形態（ケース２）実装の形態（ケース２）
１つの公的なポータルが
プラットフォームと一体で運営される場合

電子私書箱（仮称）ポータルB

電子私書箱（仮称）ポータルC

DB

ﾃﾞｰﾀ管理ﾃﾞｰﾀ管理ポータルポータル 活用ｻｰﾋﾞｽ活用ｻｰﾋﾞｽ

ポータルポータル 活用ｻｰﾋﾞｽ活用ｻｰﾋﾞｽ

年金

特定健
診

レセプト

医療

金融

健康

その他

公的な電子私書箱（仮称）
ポータルA国

自治体

企業間
の情報連携

ポータルポータル

電子私書箱（仮称）
プラットフォーム

アカウント管理

ポリシー管理

送受信管理

構造化

アクセスログ管理

実装の形態（ケース１）実装の形態（ケース１）
プラットフォームとポータルが
独立して運営されている場合

電子私書箱（仮称）ポータルB

電子私書箱（仮称）ポータルC

DB

ﾃﾞｰﾀ管理ﾃﾞｰﾀ管理ポータルポータル 活用ｻｰﾋﾞｽ活用ｻｰﾋﾞｽ

ポータルポータル 活用ｻｰﾋﾞｽ活用ｻｰﾋﾞｽ

年金

特定健
診

レセプト

医療

金融

健康

その他

公的な電子私書箱（仮称）
ポータルA国

自治体

企業間
の情報連携

ポータルポータル

電子私書箱（仮称）
プラットフォーム

アカウント管理

ポリシー管理

送受信管理

構造化

アクセスログ管理

実装の形態としては、運営者等の要因により
様々なケースが考えられる

国・地方自治体
・電子行政

医療保険者等
・政管健保 ・健保組合
自治体・広域連合 等

年金保険者
・厚生年金等

医療機関
・病院 ・診療所

年金情報
・加入記録
・保険料納付額
・年金見込額

健康情報
・開示された
診療情報

・健診結果

保険情報
・レセプトデータ
・特定健診結果

国民ACCOUNT
CARD

民間サービス

電子私書箱（仮称）電子私書箱（仮称）
（※）2007年度「電子私書箱（仮称）による
社会保障サービス等のIT化に関する検
討会」における「電子私書箱（仮称）による
社会保障サービス等のIT化に関する検

討会【報告書】」より抜粋
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中間報告のまとめ

ユースケース検討ワーキンググループにおける検討の成果

• 技術仕様に関する検討

– 情報保有機関が保有する本人の社会保障情報等を利用者が入手、閲覧及び活用で
きるための電子私書箱（仮称）へのアクセス手法に関する技術仕様を検討し、基本設
計(モデル図等）として構成した。

– また、特定健診結果及び年金記録のユースケースに基づき、基本設計の適用可能
性について検討し、その結果を一定の方向性として「電子私書箱(仮称)プラットフォー
ム基本設計報告書」としてとりまとめた。

• 制度的課題に関する検討

– 電子私書箱（仮称）に関連した制度的課題のうち、個人情報保護、情報セキュリティ
及び情報通知完了時期等に係る制度的な課題を具体化し整理した。

本検討の今後の活用

• 電子私書箱(仮称)は、社会保障や電子行政等において情報を効率的に提供する「信頼で
きる基盤」と位置づけられ、政府機関等による情報提供サービスを構築する際の基本設
計となりうるものと考えている。

• 具体的には、厚生労働省で検討されている「社会保障カード(仮称) 」構想や、内閣官房IT
担当室で検討されている「次世代電子行政サービス」等の設計の際に、電子私書箱(仮
称)の基本設計が活用されることが望まれる。

電子私書箱（仮称）の実現に向けた基盤整備に関する検討会の資料は右記からご覧になれます。http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/epo-box2/index.html ６


